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2024 年 2 月 5 日 

ATENA 

 

緊急時対策支援システム（ERSS）による原子力データ常時伝送システム 

運用マニュアルの改訂（第７次改訂）について 

 

１．はじめに 

  原子力防災活動の支援を行う緊急時対策支援システム（以下「ERSS」という。）の管理の充

実と不具合発生時の対応を明確にするため、電気事業連合会として「緊急時対策支援システム

（ERSS）による原子力データ常時伝送システム 運用マニュアル」（以下「本マニュアル」とい

う。）を策定し、ERSS に関する共通的な運用方法を定めている。 

2023 年 7 月 5 日に実施した面談でのコメントを踏まえて、対応方針の検討を行い、本マニュ

アルへの反映案の作成した。 

 

２．主なコメントとその対応 

（１）保安規定で定める運転上の制限逸脱時の対応 

  【コメント】 

   伝送データ停止が保安規定で定める運転上の制限の逸脱が該当する場合は、本マニュアル

の対象外とのことだが、その場合の連絡体制や代替措置について検討すること。 

  【対応方針】 

   保安規定で定める運転上の制限の逸脱が該当する場合も代替措置の対象となるようマニュ

アルの記載の見直しを行う。 

（２）運転中プラントの伝送停止連絡 

  【コメント】 

   事業者から伝送停止の連絡を行うパラメータについては、電力内で 再整理し、説明するこ

と。（運転中プラントについては、様式３に記載されたパラメータ以外も伝送停止連絡が必

要との認識） 

  【対応方針】 

   プラント運転中に伝送停止する場合は、停止予定の全てのパラメータについて伝送停止連

絡を行うこととし、様式３に対象パラメータを記載する欄を設ける。 

（３）その他 

  ・様式２について、マニュアル改訂時のプラント運転状態に合わせて記載の見直しを行う。 

  ・別添１、別添２については、本マニュアルへの取り込みは不要であるため、記載しないよ

う見直しを行う。 

  ・規制庁の連絡窓口について、調整結果の反映を行う。 

   

３．今後の進め方 

  ・本マニュアルの改訂について、原子力規制庁に説明し、内容の確認を得る。 

・本マニュアルの改訂内容について確認を得た後、各社の社内マニュアルへの反映のための
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リードタイム（２ヵ月程度）を設けたうえで、本マニュアルを施行し、運用を開始する。 

 

４．添付資料 

  緊急時対策支援システム（ERSS）による原子力データ常時伝送システム 運用マニュアル 

改訂前後比較表 

以 上 
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緊急時対策⽀援システム（ERSS）による原⼦⼒データ常時伝送システム 運⽤マニュアル
改訂前後⽐較表

（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正後（第 7 次改訂案） ⾒直し理由

緊急時対策⽀援システム（ＥＲＳＳ）による
原⼦⼒データ常時伝送システム 運⽤マニュアル

２０１９年７⽉
電気事業連合会

緊急時対策⽀援システム（ＥＲＳＳ）による
原⼦⼒データ常時伝送システム 運⽤マニュアル

２０２３年ｘｘ⽉
電気事業連合会

・改訂⽇の修正

改訂来歴

改訂 年⽉ 改訂概要
− 2013.3 ・制定

1 2013.6 
・プラント停⽌期間中、計画的保守の事前連絡が必要な範囲を適正化
・記載の適正化

2 2014.3 
・原⼦⼒規制庁に原⼦⼒安全基盤機構が統合されたことに伴う適正化
・原⼦⼒規制庁側の運⽤マニュアル改訂内容を反映

3 2015.1 ・原⼦⼒規制庁の組織改正内容を反映

4 2016.1 

・プラント停⽌期間中の計画的保守により事前連絡を必要とする停⽌範囲
の⾒直し

・記載の適正化
5 2016.4 ・第２データセンター設置に伴う⼀部運⽤変更

6 2019.7 
・ＥＲＳＳへの伝送全停⽌時の対応追記
・原⼦⼒規制庁側の運⽤マニュアル改訂内容を反映
以下余⽩

改訂来歴

改訂 年⽉ 改訂概要
− 2013.3 ・制定

1 2013.6 
・プラント停⽌期間中、計画的保守の事前連絡が必要な範囲を適正化
・記載の適正化

2 2014.3 
・原⼦⼒規制庁に原⼦⼒安全基盤機構が統合されたことに伴う適正化
・原⼦⼒規制庁側の運⽤マニュアル改訂内容を反映

3 2015.1 ・原⼦⼒規制庁の組織改正内容を反映

4 2016.1 

・プラント停⽌期間中の計画的保守により事前連絡を必要とする停⽌範囲
の⾒直し

・記載の適正化
5 2016.4 ・第２データセンター設置に伴う⼀部運⽤変更

6 2019.7 
・ＥＲＳＳへの伝送全停⽌時の対応追記
・原⼦⼒規制庁側の運⽤マニュアル改訂内容を反映

7 2023.xx 

・保安規定に定める運転上の制限の逸脱時の対応を⾒直し・原⼦⼒規制庁周
知⽂書
及び

を反映
・不具合等発⽣による伝送データ停⽌時の対応の追記
・放⽔⼝モニタの点検当⽇の廃液放出に係る指導事項を反映
・対応箇所の明確化、記載の適正化
以下余⽩

・改訂概要の追記

枠囲みの内容は防災に係る情報システムの機微情報を含むため公開はできない。 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正後（第 7 次改訂案） ⾒直し理由

１．⽬的
本マニュアルは、原⼦⼒緊急事態発⽣時等に原⼦⼒施設の状態把握に資する情報をリアルタイム

に提供し、原⼦⼒防災活動の⽀援を⾏う緊急時対策⽀援システム（以下「ＥＲＳＳ」という。）の管
理の充実と不具合発⽣時の対応を明確にするため、ＥＲＳＳによる伝送において対象とする原⼦⼒
施設及び情報の範囲、維持管理に関する原⼦⼒規制庁（以下「規制庁」という。）と原⼦⼒事業者の
責任分掌等の基本的事項を⽰すとともに、原⼦⼒事業者から規制庁のＥＲＳＳに伝送されるプラン
トパラメータ情報が障害等により停⽌した場合の対応及び保守、点検等による計画的な伝送データ
停⽌を⾏う際の連絡⽅法等について定めることを⽬的とする｡ 本マニュアルに記載されていない対
応が必要な場合には、マニュアルの趣旨に沿った最も合理的な⾏動をとるものとする。

なお、当該伝送データ停⽌が新規制基準に適合している発電⽤原⼦炉施設において保安規定で定
める運転上の制限の逸脱に該当する場合は、運転上の制限の逸脱に関する所定の⼿続きに基づいて
対応する。

１．⽬的
本マニュアルは、原⼦⼒緊急事態発⽣時等に原⼦⼒施設の状態把握に資する情報をリアルタイム

に提供し、原⼦⼒防災活動の⽀援を⾏う緊急時対策⽀援システム（以下「ＥＲＳＳ」という。）の管
理の充実と不具合発⽣時の対応を明確にするため、ＥＲＳＳによる伝送において対象とする原⼦⼒
施設及び情報の範囲、維持管理に関する原⼦⼒規制庁（以下「規制庁」という。）と原⼦⼒事業者の
責任⽂章等の基本的事項を⽰すとともに、原⼦⼒事業者から規制庁のＥＲＳＳに伝送されるプラン
トパラメータ情報が障害等により停⽌した場合の対応及び保守、点検等による計画的な伝送データ
停⽌を⾏う際の連絡⽅法等について定めることを⽬的とする。本マニュアルに記載されていない対
応が必要な場合には、マニュアルの趣旨に沿った最も合理的な⾏動をとるものとする。

なお、当該伝送データ停⽌が新規制基準に適合している発電⽤原⼦炉施設において保安規定で定
める運転上の制限の逸脱が該当する場合においても、は、運転上の制限の逸脱に関する所定の⼿続き
に基づいて対応するものとし、本マニュアルに定める代替措置の対応を⾏うの対象外とする。

・保安規定で定める運転上の
制限逸脱時も代替措置の
対象となるよう記載を⾒
直し。記載の適正化（規制
庁マニュアルとの整合）

２．⽤語の定義
本マニュアルにおける⽤語の定義は、次のとおりとする。

（１）ＥＲＳＳ常時伝送システム
原⼦⼒施設から常時伝送されるプラントパラメータ情報を受け、それを官邸、緊急時対応センター

（ＥＲＣ）、緊急事態応急対策等拠点施設（ＯＦＣ）等に設置された端末に表⽰するＥＲＳＳの機能
を実現するために、規制庁⼜は原⼦⼒事業者が整備運⽤する設備（サーバ及びスイッチ等機器、ソフ
トウェア並びに通信回線を含む。）をいう。

（２）原災法
原⼦⼒災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）をいう。

（３）原⼦炉等規制法
核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）をいう。

（４）原⼦炉等規制法施⾏令
核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律施⾏令（昭和３２年政令第３２４号）をい

う。
（５）原⼦⼒事業者防災業務計画

原災法第７条第１項の規定に基づき、原⼦⼒事業者が原⼦⼒事業所ごとに、当該原⼦⼒事業所にお
ける原⼦⼒災害予防対策、緊急事態応急対策及び原⼦⼒災害事後対策等に必要な業務に関し定めた
ものをいう。

２．⽤語の定義
本マニュアルにおける⽤語の定義は、次のとおりとする。

（１）ＥＲＳＳ常時伝送システム
原⼦⼒施設から常時伝送されるプラントパラメータ情報を受け、それを官邸、緊急時対応センター

（ＥＲＣ）、緊急事態応急対策等拠点施設（ＯＦＣ）等に設置された端末に表⽰するＥＲＳＳの機能
を実現するために、規制庁⼜は原⼦⼒事業者が整備運⽤する設備（サーバ及びスイッチ等機器、ソフ
トウェア並びに通信回線を含む。）をいう。

（２）原災法
原⼦⼒災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）をいう。

（３）原⼦炉等規制法
核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）をいう。

（４）原⼦炉等規制法施⾏令
核原料物質、核燃料物質及び原⼦炉の規制に関する法律施⾏令（昭和３２年政令第３２４号）をい

う。
（５）原⼦⼒事業者防災業務計画

原災法第７条第１項の規定に基づき、原⼦⼒事業者が原⼦⼒事業所毎に、当該原⼦⼒事業所におけ
る原⼦⼒災害予防対策、緊急時応急対策及び原⼦⼒災害事後対策等に必要な業務に関し定めたもの
をいう。

・記載の適正化
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由

３．プラント状態の定義
本マニュアルにおけるプラント状態の定義は以下のとおりとする。

（１）プラント運転中
ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「運転」、「起動」、「⾼温停⽌」の状態をいう。
ＰＷＲ：運転モードが４以上の場合をいう。

（２）プラント停⽌中
ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「冷温停⽌」、「燃料交換」の状態をいう。
ＰＷＲ：運転モードが５及び６並びにモード外の場合をいう。
共 通：運転終了及び廃⽌措置中のプラント

３．プラント状態の定義
本マニュアルにおけるプラント状態の定義は以下のとおり。

（１）プラント運転中
ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「運転」、「起動」、「⾼温停⽌」の状態をいう。
ＰＷＲ：運転モードが４以上の場合をいう。

（２）プラント停⽌中
ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「冷温停⽌」、「燃料交換」の状態をいう。
ＰＷＲ：運転モードが５及び６並びにモード外の場合をいう。
共 通：運転終了及び廃⽌措置中のプラント

４．対象範囲
（１）対象とする原⼦⼒施設

本マニュアルにおいて対象とする施設は、原⼦⼒災害対策特別措置法に基づき原⼦⼒事業者が作成
すべき原⼦⼒事業者防災業務計画等に関する命令（平成２４年⽂部科学省・経済産業省令第４号。以
下「防災業務計画等命令」という。）第２条第２項第４号に規定する、原⼦⼒事業所内情報等伝送設
備の整備及び運⽤に関することについて原⼦⼒事業者防災業務計画に定める原⼦⼒施設とする。

４．対象範囲
（１）対象とする原⼦⼒施設

本マニュアルにおいて対象とする施設は、原⼦⼒災害対策特別措置法に基づき原⼦⼒事業者が作成
すべき原⼦⼒事業者防災業務計画等に関する命令（平成２４年⽂部科学省・経済産業省令第４号。以
下「防災業務計画等命令」という。）第２条第２項第４号に規定する、原⼦⼒事業所内情報等伝送設
備の整備及び運⽤に関することについて原⼦⼒事業者防災業務計画に定める原⼦⼒施設とする。

（２）ＥＲＳＳに伝送すべきプラントパラメータ情報等
本マニュアルにおいて対象とする情報の範囲は、原⼦⼒事業者がＥＲＳＳ常時伝送システムに伝送

する情報として、原⼦⼒施設の状態を⽰す情報（プラントパラメータ）、放射線測定情報（モニタリ
ングポスト、放⽔⼝モニタ等の指⽰値）、気象観測情報（⾵向、⾵速等）等（以下「プラントパラメー
タ情報等」という。）とする。具体的には、防災業務計画等命令第２条第２項第４号の規定に基づき、
原⼦⼒事業者が原⼦⼒事業者防災業務計画に定める。（添付資料−１参照）

なお、原⼦⼒事業者は、ＥＲＳＳ常時伝送システムが扱うデータと記者発表⽂（主に中央制御室の
記録計読み取り値）、地⽅公共団体ホームページ （同じデータであるが、収集間隔が異なる）等に
より公表されているデータと異なる場合があることを予め認識し、伝送データに関する情報を公表す
る必要が⽣じた場合は、公表前にデータの取扱いについて関係機関と調整を⾏う｡

（２）ＥＲＳＳに伝送すべきプラントパラメータ情報等
本マニュアルにおいて対象とする情報の範囲は、原⼦⼒事業者がＥＲＳＳ常時伝送システムに伝送

する情報として、原⼦⼒施設の状態を⽰す情報（プラントパラメータ）、放射線測定情報（モニタリ
ングポスト、放⽔⼝モニタ等の指⽰値）、気象観測情報（⾵向、⾵速等）等（以下「プラントパラメー
タ情報等」という。）とする。具体的には、防災業務計画等命令第２条第２項第４号の規定に基づき、
原⼦⼒事業者が原⼦⼒防災業務計画に定める。（添付資料−１参照）

なお、原⼦⼒事業者は、ＥＲＳＳ常時伝送システムが扱うデータと記者発表⽂（主に中央制御室の
記録計読み取り値）、地⽅公共団体ホームページ（同じデータではあるが、収集間隔が異なる）等に
より公表されているデータと異なる場合があることを予め認識し、伝送データに関する情報を公表す
る必要が⽣じた場合は、公表前にデータの取扱いについて関係機関と調整を⾏う。



6 

（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由

５．責任分掌、維持管理及び情報セキュリティ管理並びに情報公開請求時の対応
（１）責任分掌及び維持管理

ＥＲＳＳ常時伝送システム及び測定機器等の構成概要図を添付資料−２「システム構成概要図の例
とＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌・測定機器側の故障等定義」に⽰す。添付資料−２に⽰すとおり、
原⼦⼒事業者の責任分掌点は、発電所や本店等に設置してある各社施設と統合原⼦⼒防災ネットワー
ク網との間のネットワーク中継機器（Ｌ３ＳＷ）下流側接続点までとする。

原⼦⼒事業者は、管理範囲にあるシステム機器、プラント計算機等のハードウェア及びソフトウェ
アについて維持及び管理のための保守、点検等を実施する。

５．責任分掌、維持管理及び情報セキュリティ管理並びに情報公開請求時の対応
（１）責任分掌及び維持管理

ＥＲＳＳ常時伝送システム及び測定機器等の構成概要図を添付資料−２「システム構成概要図の例
とＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌・測定機器側の故障等定義」に⽰す。添付資料−２に⽰すとおり、
原⼦⼒事業者の責任分掌点は、発電所や本店等に設置してある各社施設と統合原⼦⼒防災ネットワー
ク網との間のネットワーク中継機器（Ｌ３ＳＷ）下流側接続点までとする。

原⼦⼒事業者は、管理範囲にあるシステム機器、プラント計算機等のハードウェア及びソフトウェ
アについて維持及び管理のための保守、点検等を実施する。

（２）情報セキュリティ管理
ネットワークの情報セキュリティを保つため、各社のセキュリティポリシー等に基づき、最善の努

⼒を⾏う｡また、ＩＰアドレス等、ＥＲＳＳ常時伝送システムを運⽤するに当たり、扱う機微な情報
は適切に管理する｡

なお、ネットワークの情報セキュリティ上の問題等以下のような課題が予⾒される⼜は顕在化した
場合は、電気事業連合会防災検討委員会にて対応するよう依頼する｡

ａ．セキュリティ上の問題の解決
ｂ．運営上の不具合等の除去
ｃ．データ伝送仕様変更に係る事項
ｄ．各社責任範囲内で⾏うセキュリティ対策について、ネットワーク上で相⼿側システムに影響を

与える可能性のある場合等

（２）情報セキュリティ管理
ネットワークの情報セキュリティを保つため、各社のセキュリティポリシー等に基づき、最善の努

⼒を⾏う。また、ＩＰアドレス等、ＥＲＳＳ常時伝送システムを運⽤するに当たり、扱う機微な情報
は適切に管理する。

なお、ネットワークの情報セキュリティ上の問題等以下のような課題が予⾒される⼜は顕在化した
場合は、電気事業連合会防災検討委員会にて対応するよう依頼する。

ａ．セキュリティ上の問題の解決
ｂ．運営上の不具合等の除去
ｃ．データ伝送仕様変更に係る事項
ｄ．各社責任範囲内で⾏うセキュリティ対策について、ネットワーク上で相⼿側システムに影響を

与える可能性のある場合等

（３）情報公開請求時の対応
ＥＲＳＳに伝送されたデータについて、国に情報公開請求がなされた場合は、情報公開法に基づき

適切に対処する。

（３）情報公開請求時の対応
ＥＲＳＳに伝送されたデータについて、国に情報公開請求がなされた場合は、情報公開法に基づき

適切に対処する。

６．連絡窓⼝
ＥＲＳＳ常時伝送システムに係るセキュリティ管理や運⽤管理等について、規制庁と相互連絡のた

め、連絡窓⼝となる担当者を様式１に従い予め定め、規制庁と共有する｡
連絡窓⼝の担当者が変更となった場合は、速やかに変更内容を規制庁及び他の原⼦⼒事業者に周知

する。

６．連絡窓⼝
ＥＲＳＳ常時伝送システムに係るセキュリティ管理や運⽤管理等について、規制庁と相互連絡のた

め、連絡窓⼝となる担当者を様式１に従い予め定め、規制庁（緊急事案対策室、情報システム室及び
緊急時ネットワーク監視センター）と共有する。

連絡窓⼝の担当者が変更となった場合は、速やかに変更内容を規制庁（緊急事案対策室、情報シス
テム室及び緊急時ネットワーク監視センター）及び他の原⼦⼒事業者に周知する。

・対応箇所の明確化
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由

７．ＥＲＳＳ常時伝送システムの仕様変更等に係る対応
（１）計画段階

原⼦⼒事業者が、プラントパラメータ情報等の追加及び変更⼜はＥＲＳＳ常時伝送システムのハー
ドウエア及びソフトウェアの仕様変更等を⾏う場合は、計画段階で規制庁の緊急事案対策室へ以下を
説明する。また、データポイントライブラリの変更管理は、原⼦⼒事業者にて確実に実施し、変更し
た場合は規制庁の緊急事案対策室及び情報システム室へ送付する。

① 原⼦⼒事業者防災業務計画のＥＲＳＳ伝送項⽬の修正案
② データポイントライブラリの修正案
③ 伝送項⽬を変更するシステム整備のスケジュール
なお、原⼦⼒事業者防災業務計画のＥＲＳＳ伝送項⽬の修正が不要（桁数、上限値、下限値の変更

など）な場合は、上記②及び③が対象となる。

７．ＥＲＳＳ常時伝送システムの仕様変更等に係る対応
（１）計画段階

原⼦⼒事業者が、プラントパラメータ情報等の追加及び変更⼜はＥＲＳＳ常時伝送システムのハー
ドウェア及びソフトウェアの仕様変更等を⾏う場合は、別添１

に留意し、計画段階で規制庁（緊急事案対策
室（ERSS 仕様変更等時連絡先））へ以下を説明する。また、データポイントライブラリの変更管理は、
原⼦⼒事業者にて確実に実施し、変更した場合は規制庁（緊急事案対策室及び情報システム室）へ送
付する。

① 原⼦⼒事業所防災業務計画のＥＲＳＳ伝送項⽬の修正案
② データポイントライブラリの修正案
③ 伝送項⽬を変更するシステム整備のスケジュール

なお、原⼦⼒事業者防災業務計画のＥＲＳＳ伝送項⽬の修正が不要（桁数、上限値、下限値の変更
など）な場合は、上記②及び③が対象となる。

・記載の適正化
・規制庁⽂書の反映

・対応箇所の明確化
・記載の適正化

（２）確実な試験の実施
ＥＲＳＳ常時伝送システムの仕様変更等を⾏った場合は、その都度、対向試験を実施するものとす

る。その際、ＥＲＳＳ画⾯のプラントパラメータについて、期待している値が出⼒されているか、原
⼦⼒事業者側で検証する。

特に２０２０年度から運⽤が開始される次期ＥＲＳＳからは、「上下限値逸脱」や「桁数不⼀致」
でも伝送異常と判断されるため、注意すること。

なお、伝送データに係る警報設定点の変更を⾏った際は、当該ユニットの施設定期検査終了後、規
制庁にその旨を連絡する。

（２）確実な試験の実施
ＥＲＳＳ常時伝送システムの仕様変更等を⾏った場合は、その都度、別添２

に基づき、対向試験を実施するものとする。その際、ＥＲ
ＳＳ画⾯のプラントパラメータについて、期待している値が出⼒されているか、原⼦⼒事業者側で検
証する。また、対向試験の実施⽇時を事前に決定指定するとともに、対向試験実施後の結果について、
規制庁（情報システム室）に電⼦メール⼜は電話にて連絡する。

特に「上下限値逸脱」や「桁数不⼀致」でも伝送異常と判断されるため、注意すること。

なお、伝送データに係る警報設定点の変更を⾏った際は、当該ユニットの定期事業者検査終了後、
規制庁（情報システム室）にその旨を連絡する。

・規制庁⽂書の反映

・記載の適正化

・記載の適正化
・対応箇所の明確化

８．伝送データ停⽌時の対応
（１）伝送データ停⽌の考え⽅

ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌及び測定機器側の故障等の考え⽅を以下のとおりとする。
ａ．ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌

添付資料−２の構成概要図において、実線で枠囲いされたシステム（プラント計算機、放射線総合
管理装置等）若しくは実線で⽰されたケーブル等の設備の故障⼜は保守、点検等により第１データセ
ンター及び第２データセンターへの伝送が停⽌し、プラントパラメータ情報等が継続的にＥＲＳＳに
伝送できない場合（伝送１回程度のデータが⽋損した場合は除く）をいう。

８．伝送データの停⽌時の対応
（１）伝送データ停⽌の考え⽅

ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌及び測定機器側の故障等の考え⽅を以下のとおりとする。
ａ．ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌

添付資料−２の構成概要図において、実線で枠囲いされたシステム（プラント計算機、放射線総合
管理装置等）若しくは実線で⽰されたケーブル等の設備の故障⼜は保守、点検等により、原⼦⼒事業
者側のＥＲＳＳ常時伝送システムから第１データセンター及び第２データセンターへの伝送が停⽌
することで、プラントパラメータ情報等が継続的に規制庁側のＥＲＳＳ常時伝送システムに伝送でき
ない場合（伝送１回程度のデータが⽋測した場合は除く）をいう。

・記載の明確化

ｂ．測定機器側の故障等
添付資料−２の構成概要図において、破線で⽰した測定機器等の故障⼜は保守、点検等により第１

データセンター及び第２データセンターへの伝送が停⽌し、プラントパラメータ情報等が継続的にＥ
ＲＳＳに伝送できない場合をいう。

ｂ．測定機器側の故障等
添付資料−２の構成概要図において、破線で⽰した測定機器等の故障⼜は保守、点検等により、当

該のプラントパラメータ情報等が停⽌し、ＥＲＳＳ常時伝送システムは健全であるが第１データセン
ター及び第２データセンターへ当該プラントパラメータ情報等の伝送が停⽌し、当該プラントパラメ
ータ情報等が継続的に規制庁側のＥＲＳＳ常時伝送システムに伝送できない場合をいう。

・記載の明確化

枠囲みの内容は防災に係る情報システムの機微情報を含むため公開はできない。 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 また、ＥＲＳＳ常時伝送を停⽌していない場合において、測定機器等の保守、点検等によりプラン
トパラメータの正常な値が伝送されていない場合も本項に準じた対応を⾏うものとする。 

・記載の明確化 

（２）計画的な保守、点検による伝送データ停⽌時の対応 

ａ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システムへのデータ伝送を全部停⽌する場合 

（ａ）基本的な考え⽅ 

ＥＲＳＳ常時伝送システムは常時伝送が原則であるため、特に運転中のプラントがある場合は、プ
ラントパラメータ情報等の伝送データの全部が停⽌しないよう保守、点検計画を策定するよう努め
る。 

（２）計画的な保守、点検による伝送データ停⽌時の対応 
 ａ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システムへの伝送を全部停⽌する場合 
 （ａ）基本的な考え⽅ 
  ＥＲＳＳ常時伝送システムは常時伝送が原則であるため、特に運転中のプラントがある場合は、プ

ラントパラメータ情報等の伝送データの全部が停⽌しないよう保守、点検計画を策定するよう努め
る。 

 

（ｂ）計画停⽌の事前連絡 

やむを得ず、計画的な保守、点検によりＥＲＳＳ常時伝送システムへのプラントパラメータ情報等
伝送データの全部が停⽌する場合は、計画段階から様式２による施設の稼働状況・伝送データ停⽌期
間及び伝送データ停⽌の内容、理由、並びに様式３による伝送データ停⽌期間の予定について事前連
絡を実施する。 

 

また、保守、点検作業の計画を変更する必要が⽣じた場合は、原則変更する計画の実施前までに同
様の事前連絡を⾏う。 

なお、停⽌期間を極⼒短縮することを基本とする。 

 （ｂ）計画停⽌の事前連絡 
  やむを得ず、計画的な保守、点検によりＥＲＳＳ常時伝送システムへのプラントパラメータ情報等

伝送データの全部が停⽌する場合は、保守点検を⾏う前⽉の末⽇を含め原則３営業⽇前までの平⽇
勤務時間帯（9:30〜18:15）に、様式２による施設の稼働状況・伝送データ停⽌期間及び伝送データ
停⽌の内容、理由、並びに様式３による伝送データ停⽌期間の予定について、規制庁（緊急事案対策
室（計画停⽌、代替措置等連絡先）、情報システム室及び緊急時ネットワーク監視センター）及び規
制事務所へ事前連絡を実施する。 

  また、保守、点検作業の計画を変更する必要が⽣じた場合は、原則変更する計画の実施前までに同
様の事前連絡を⾏う。 

  なお、停⽌期間を極⼒短縮することを基本とする。 

 
 
・事前連絡を⾏う期間の明

確化（⼀部停⽌との記載
の整合） 

・対応箇所の明確化 

（ｃ）代替措置 

計画的な保守、点検によりＥＲＳＳ常時伝送システムへのプラントパラメータ情報等伝送データ
の全部が停⽌する場合は、プラントの状況把握に必要、かつ、現実的に対応可能な範囲及び頻度にて、
ＥＲＳＳ以外の代替措置でプラントパラメータを送付する。 

代替措置は、基本的には添付資料−４で⽰す内容に従い、規制庁と必要なデータ･連絡時期等を調
整し、規制庁及び規制事務所に電⼦メール等により連絡する。また、必要に応じ、中央制御室での代
替監視や代替措置を実施するための体制整備などの措置を講じる。 

 

代替措置は、プラントの運転状態による影響を踏まえ、共通的な対応を除き「プラント運転中」と
「プラント停⽌中」で分けて実施する。 

具体的な対応については、以下のとおりとする。 

① 「プラント運転中」の基本事項 

 中央制御室にて監視可能なプラントパラメータは、原則、１時間に１回の頻度で記録採取及び
データ送付を実施する。 

 現場での記録採取が必要なプラントパラメータは、計画段階の事前調整時に記録採取頻度及
びデータ送付頻度について、規制庁と合意する。 

 作業等により１時間に１回の記録採取ができない場合は、事前調整のうえ記録採取頻度及び
データ送付頻度について規制庁と合意する。 

 代替措置期間中において、プラントの異常発⽣など事前調整と状況が変わり、規制庁から記録
採取及びデータ送付頻度に関する要請があった場合は、要請に応じ適切に対応する。 

 （ｃ）代替措置 
  計画的な保守、点検によりＥＲＳＳ常時伝送システムへのプラントパラメータ情報等伝送データ

の全部が停⽌する場合は、プラントの状況把握に必要、かつ、現実的に対応可能な範囲及び頻度にて、
ＥＲＳＳ以外の代替措置でプラントパラメータを送付する。 

  代替措置は、基本的には添付資料−４で⽰す内容に従い、規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代
替措置等連絡先））と必要なデータ・連絡時期等を調整し、代替措置は、規制庁（添付資料−４に⽰
す代替措置データ送付先）及び規制事務所に電⼦メール等により連絡する。また、必要に応じ、中央
制御室での代替監視や代替措置を実施するための体制整備などの措置を講じる。 

  代替措置は、プラントの運転状態による影響を踏まえ、共通的な対応を除き「プラント運転中」と
「プラント停⽌中」で分けて実施する。 

  具体的な対応については、以下のとおりとする。 
① 「プラント運転中」の基本事項 
(a) 中央制御室にて監視可能なプラントパラメータは、休祝⽇も含め、原則、１時間に１回の頻度

で記録採取及びデータ送付を実施する。 
(b) 現場での記録採取が必要なプラントパラメータは、計画段階の事前調整時に記録採取頻度及び

データ送付頻度について、規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先））と合意
する。 

(c) 作業等により１時間に１回の記録採取ができない場合は、事前調整のうえ記録採取頻度及びデ
ータ送付頻度について規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先））と合意する。 

(d) 代替措置期間中において、プラントの異常発⽣など事前調整と状況が変わり、規制庁から記録
採取及びデータ送付頻度に関する要請があった場合は、要請に応じ適切に対応する。 

 
 
 
 
・対応箇所の明確化 
・記載の明確化 
 
 
 
 
 
 
・記載の明確化 
 
 
・対応箇所の明確化 
 
・対応箇所の明確化 



9 

（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 点検に伴い、データ伝送を停⽌した後、速やかに規制庁（添付資料−４に⽰す代替措置データ
送付先）へ停⽌時間及び代替措置を開始する旨を連絡する。 

 点検終了は、作業内容にも依るが通信対向試験等を実施し、事業者と規制庁双⽅で信号が正し
く伝送できていることを確認した時点とする。 

また、点検終了後、速やかに規制庁（緊急時ネットワーク監視センター及び代替措置データ送
付先）へ連絡する。 

 隔⽇作業の場合においては、作業期間中の点検終了時にフラグの戻し忘れがないよう注意す
るとともに、当⽇の作業終了を規制庁（添付資料−４に⽰す代替措置データ送付先）へ連絡す
る。 

なお、当⽇の作業終了後ＥＲＳＳへの伝送が正しくできていることについて、原⼦⼒事業者が
確認する。 

 

 

なお、伝送データの停⽌期間が１時間未満の場合は、代替措置は不要とする。 

(e) 点検に伴い、データ伝送を停⽌した後、速やかに規制庁（添付資料−４に⽰す代替措置データ
送付先）へ停⽌時間及び代替措置を開始する旨を連絡する。 

(f) 点検終了は、作業内容にも依るが通信対向試験等を実施し、信号が正しく伝送できていること
を確認した時点とする。なお、通信対向試験を実施する場合は、別添２に基づき実施する。 

また、点検終了後、速やかに規制庁（緊急時ネットワーク監視センター及び添付資料―４に⽰
す代替措置データ送付先）へ連絡する。 

(g) 隔⽇作業の場合においては、作業期間中の点検終了時にフラグの戻し忘れがないよう注意する
とともに、当⽇の作業終了を規制庁（緊急時ネットワーク監視センター及び添付資料−４に⽰
す代替措置データ送付先）へ連絡する。 
なお、当⽇の作業終了後ＥＲＳＳへの伝送が正しくできていることについて、原⼦⼒事業者が
確認する。 

(h) 放⽔⼝モニタの点検について、事前連絡時の停⽌期間（時間）終了前に廃液の放出を⾏う場合
は、点検が終了したことを規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先）、情報シ
ステム室及び緊急時ネットワーク監視センター）に連絡を⾏った後に放出する。 

なお、伝送データの停⽌期間が１時間未満の場合は、代替措置は不要とする。 

 
 
 
・規制庁⽂書の反映 
・記載の適正化 
 
 
・対応箇所の明確化 
 
 
 
・規制庁指導事項の反映 

① 「プラント停⽌中」の基本事項 

 プラントパラメータは、休祭⽇も含め、１⽇に１回の頻度で記録採取及びデータ送付を実施す
る。 

 

 

 

 

 

なお、伝送データの停⽌期間が２４時間未満の場合は、代替措置は不要とする。 

上記①及び②の代替措置対応イメージを添付資料−５に⽰す。 

 

② 「プラント停⽌中」の基本事項 
(a) プラントパラメータは、休祝⽇も含め、１⽇に１回の頻度で記録採取及びデータ送付を実施 

する。 
(b) 未適合炉の燃料プールに関する記録採取及びデータ送付は、ERSS 停⽌時に伝送しているパラ

メータを対象とする。 
(c) その他の事項は、「１時間に１回」を「１⽇に１回」に読み替えた上で、①「プラント運転中」

の基本事項と同様の対応を⾏う。 
   

なお、伝送データの停⽌期間が２４時間未満の場合は、代替措置は不要とする。 
  上記①及び②の代替措置対応イメージを添付資料−５に⽰す。 

 
・記載の適正化 
 
・記載の適正化 
 
・記載の充実 

ｂ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システムへのデータ伝送を⼀部停⽌する場合 

原⼦⼒事業者は、翌⽉にプラントパラメータ情報の⼀部が常時伝送できなくなることが予定され
ている場合は、保守点検を⾏う前⽉の末⽇を含め原則３営業⽇前までの平⽇勤務時間帯に、様式２に
よる施設の稼働状況・伝送データ停⽌期間及び伝送データ停⽌の内容、理由、並びに様式３による伝
送データ停⽌期間の予定についての事前連絡を実施する。 

 

 

 

なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合にも、連絡を⾏うもの
とする。 

 

 ｂ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システムへのデータ伝送を⼀部停⽌する場合 
  原⼦⼒事業者は、翌⽉にプラントパラメータ情報の⼀部が常時伝送できなくなることが予定され

ている場合は、保守点検を⾏う前⽉の末⽇を含め原則３営業⽇前までの平⽇勤務時間帯（9:30〜
18:15）に、様式２による施設の稼働状況・伝送データ停⽌期間及び伝送データ停⽌の内容、理由、
並びに様式３（及びプラント運転中の場合は様式３に停⽌するパラメータを追記する）により記載の
ないパラメータについて、規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先）、情報システム
室及び緊急時ネットワーク監視センター）及び規制事務所へ伝送データ停⽌期間予定の事前連絡を
実施する。保守、点検作業の計画を変更する必要が⽣じた場合は、原則変更する計画の実施前までに
同様の事前連絡を⾏う。 

  なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合にも、連絡を⾏うもの
とする。 

   

（規制庁への確認事項） 
・過去の⾯談コメントを踏
まえ運⽤している「運転中
プラントにおける様式３に
記載のないパラメータの連
絡」について、改めて必要性
をご教⽰願います。 
・記載の適正化 
・対応箇所の明確化 
・記載場所の変更 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

ただし、様式４のサンプルに記載するパラメータは重要なパラメータであるため、⼀部停⽌におい
て当該パラメータ（敷地境界モニタリングポスト、主排気筒、⾮常⽤排気筒、放⽔⼝モニタ、使⽤済
燃料貯蔵槽エリアモニタに係る信号の⽉例点検や機能検査時の⼀部停⽌を除く）の伝送を第１デー
タセンター及び第２データセンター共に停⽌する場合は、「ａ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システム
へのデータ伝送を全部停⽌する場合」に準じた対応を⾏うものとする。 

また、保守、点検作業の計画を変更する必要が⽣じた場合は、原則変更する計画の実施前までに同
様の事前連絡を⾏う。 

ただし、様式４のサンプルに記載するパラメータは重要なパラメータであるため、⼀部停⽌におい
て当該パラメータ（敷地境界モニタリングポスト、主排気筒、⾮常⽤排気筒、放⽔⼝モニタ、使⽤済
燃料貯蔵槽エリアモニタに係る信号の⽉例点検や機能検査時の⼀部停⽌を除く）の伝送を第１デー
タセンター及び第２データセンター共に停⽌する場合は、「ａ．計画的にＥＲＳＳ常時伝送システム
へのデータ伝送を全部停⽌する場合」に準じた対応を⾏うものとする。 

放⽔⼝モニタの⽉例点検等の場合においても、事前連絡時の停⽌期間（時間）終了前に廃液の放出
を⾏う場合は、点検が終了したことを規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先）、情
報システム室及び緊急時ネットワーク監視センター）に連絡を⾏った後に放出する。 

 
 
 
 
 
・記載場所の変更 
・規制庁指導事項の反映 

ｃ．規制庁による計画的保守の場合の連絡 

規制庁が管理する伝送ネットワーク機器等の保守点検等により、ＥＲＳＳ常時伝送システムの停
⽌となる場合は、その停⽌計画が規制庁のホームページに掲載され、併せて第１データセンター⼜は
第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合でも各社の伝送システム等に影響がある場合には、予
め停⽌前に、規制庁から各社連絡担当者へ事前連絡が⾏われる｡ 

 

 ｃ．規制庁による計画的保守の場合の連絡 
  規制庁が管理する伝送ネットワーク機器等の保守点検等により、ＥＲＳＳ常時伝送システムの停

⽌となる場合は、その停⽌計画が規制庁のホームページに掲載され、併せて第１データセンター⼜は
第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合でも各社の伝送システム等に影響がある場合には、予
め停⽌前に、規制庁から各社連絡担当者へ事前連絡が⾏われる。 

 

（規制庁への確認事項） 
・事前連絡の時期を記載で
きないでしょうか。（事業者
側の記載を参考に「保守点
検を⾏う前⽉の末⽇を含め
原則３営業⽇前までの平⽇
勤務時間帯に、」など。） 

ｄ．⽋測データ 

プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合、当該期間のデータは「⽋測｣
扱いとする｡ 

 

 ｄ．⽋測データ 
  プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合、当該期間のデータは「⽋測」

扱いとする。 
 

 

（３）不具合等発⽣による伝送データ停⽌時の連絡 

不具合等発⽣によりプラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合において
は、直ちに関係箇所へ連絡するとともに、不具合等の解消、ＥＲＳＳ常時伝送システムの復旧に努め
る。ただし、プラント停⽌期間中の連絡をしているユニット（号機）の測定機器側の停⽌の場合につ
いては、本項の対象外とする。 

 

（３）不具合等発⽣による伝送データ停⽌時の対応 
  不具合等発⽣によりプラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合において

は、直ちに添付資料−３に⽰す関係箇所へ連絡するとともに、不具合等の解消、ＥＲＳＳ常時伝送シ
ステムの復旧に努める。ただし、プラント停⽌期間中の連絡をしているユニット（号機）の測定機器
側の停⽌の場合については、様式４のサンプルに記載するパラメータのみを本項の対象とし、その他
のパラメータは対象外とする。（様式４のサンプルに記載するパラメータであっても、不具合等に関
係なく計画的に伝送を停⽌していたパラメータは対象外） 

  なお、不具合等発⽣に伴い、プラントパラメータ情報等の常時伝送はできているものの、伝送デー
タが正しくない場合も、本項に準じた対応を⾏うものとする。 

・記載の適正化 
 
・記載の適正化 
 
・停⽌中のユニットについ
ても、重要なパラメータの
機器側の停⽌に関しては、
⼀報が必要との認識のため
追記する 

ａ．原⼦⼒事業者が不具合等を確認した場合 

原⼦⼒事業者は、プラント運転中・停⽌中を問わず、不具合等によりプラントパラメータ情報等の
全部⼜は⼀部が常時伝送できないことを確認した時点で、直ちに連絡を⾏う。連絡は、平⽇の勤務時
間帯においては規制庁及び規制事務所に、休祭⽇及び夜間においては規制庁連絡担当者及び規制事
務所に電話連絡を⾏った後、電⼦メール⼜はＦＡＸにより確実に⾏う。 

 

 

なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合にも、情報連絡として
緊急時ネットワーク監視センターに電話⼜は電⼦メールによる連絡を⾏うものとする。 

 

 ａ．原⼦⼒事業者が不具合等を確認した場合 
  原⼦⼒事業者は、プラント運転中・停⽌中を問わず、不具合等によりプラントパラメータ情報等の

全部⼜は⼀部が常時伝送できないことを確認した時点で、直ちに連絡を⾏う。連絡は、添付資料―３
に⽰す関係個所に電話連絡を⾏った後、電⼦メール⼜はＦＡＸにより確実に⾏う。 

  なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となる場合にも、情報連絡として
規制庁（緊急時ネットワーク監視センター）に電話⼜は電⼦メールによる連絡を⾏うものとする。 

 

 
 
・対応箇所の明確化 
 
 
・記載の適正化 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

ｂ．規制庁が不具合等を確認した場合 

プラント運転中･停⽌中を問わず、規制庁が不具合等を確認した場合、速やかに、規制庁から各社
連絡担当者へ、電⼦メール、電話⼜はＦＡＸにより連絡が⾏われる。 

なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅に不具合を確認した場合には、情報連絡
として各社連絡担当者に電⼦メール⼜は電話による連絡が⾏われる。 

プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合の連絡については、添付資料
−３に取りまとめる。規制庁は、事業者から伝送データ停⽌の連絡を受け、規制庁の運⽤マニュアル
に従い、伝送データ停⽌の評価（「異常」⼜は「軽度の障害」を判断）し、それに応じた処置を⾏う。
（参考資料） 

 

ｂ．規制庁が不具合等を確認した場合 
  プラント運転中・停⽌中を問わず、規制庁が不具合等を確認した場合、速やかに、規制庁から各社

連絡担当者へ、電⼦メール、電話⼜はＦＡＸにより連絡が⾏われる。 
なお、第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅に不具合を確認した場合は、情報連絡と

して各社連絡担当者に電⼦メール⼜は電話による連絡が⾏われる。 
  プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合の連絡については、添付資料

−３に取りまとめる。規制庁は、事業者から伝送データ停⽌の連絡を受け、規制庁の運⽤マニュアル
に従い、伝送データ停⽌の評価（「異常」⼜は「軽度の障害」を判断）し、それに応じた処置を⾏う。
（参考資料） 

 

 

ｃ．⽋測データ 

プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合、当該期間のデータは「⽋測」
扱いとする。 

 

 ｃ．⽋測データ 
  プラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合、当該期間のデータは「⽋測」

扱いとする。 
 

 

ｄ．代替措置 

規制庁が「異常」と判断した場合、伝送データ停⽌の期間、プラントパラメータ情報を電⼦メール
⼜はＦＡＸ等の別の⼿段で定期的に連絡するよう要求されるため、原⼦⼒事業者は、基本的には添付
資料−４で⽰す内容に従い、規制庁と必要なデータ･連絡時期等を調整し、規制庁及び規制事務所に
電⼦メール⼜はＦＡＸ等により連絡する。 

 

 

なお、具体的な代替措置は８．（２）計画的な保守、点検による伝送データ停⽌時の対応に従うこ
ととする。 

 

 ｄ．代替措置 
  不具合等によりプラントパラメータ情報等の全部⼜は⼀部が常時伝送できない場合、伝送データ

停⽌期間における代替措置について、伝送データが停⽌した当⽇の平⽇勤務時間帯（9:30〜18:15）
または伝送データの停⽌が休祝⽇及び夜間の場合は翌営業⽇の勤務時間帯（9:30〜18:15）に、基本
的には添付資料−４に⽰す内容に従い、規制庁（緊急事案対策室（計画停⽌、代替措置等連絡先））
と必要なデータ・連絡時期等を調整し、代替措置は、規制庁（添付資料−４に⽰す代替措置データ送
付先）及び規制事務所に電⼦メール等により連絡する。 

  なお、具体的な代替措置は８．（２）計画的な保守、点検による伝送データ停⽌時の措置の対応に
従うこととする。 

 

 
・不具合等発⽣時の代替措

置について対象範囲を⾒
直し 

・対応箇所の明確化 
・記載の適正化 
 
 

９．その他 

本マニュアルに定めていない事項及び疑義のある事項については、都度、規制庁と協議し、解決す
る。なお、本マニュアルの改訂が必要となる場合は、原⼦⼒事業者の規定類への反映等も必要となる
ため、運⽤開始まで２ヵ⽉程度のリードタイムが必要であることに留意する。 

 

以 上 

 

９．その他 
  本マニュアルに定めていない事項及び疑義のある事項については、都度、規制庁と協議し、解決す

る。なお、本マニュアルの改訂が必要となる場合は、原⼦⼒事業者の規程類への反映等も必要となる
ため、運⽤開始まで２ヵ⽉程度のリードタイムが必要であることに留意する。 

 
以 上 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 

 
 

 
（変更なし） 

 

（変更なし） 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 

現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 
 

 
 

 
（変更なし） 

 

（変更なし） 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 

現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 
添付資料−３ 

 
ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌時及び測定機器側の故障等時の連絡について 

添付資料−３ 
 

ＥＲＳＳ常時伝送システムの停⽌時及び測定機器側の故障等時の連絡について 

 

【計画的な保守、点検による停⽌】 

プラント状況 停⽌範囲 
各社からの 

連絡のタイミング 
連絡先 

プラント運転中 
注１ 

プラント停⽌中 
注２ 

を問わず 

システム・測定機器
を問わず 

事前連絡 
 

原則平⽇勤務時間帯 
（夜間・休祭⽇の連絡が
必要となった場合は、以
下の「不具合等による停
⽌」と同様の運⽤とす

る） 

原⼦⼒規制庁 
原⼦⼒規制事務所 

 注１：ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「運転」、「起動」、「⾼温停⽌」 

ＰＷＲ：運転モードが４以上 

 注２：ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「冷温停⽌」、「燃料交換」 

ＰＷＲ：運転モードが５及び６並びにモード外 

共 通：運転終了及び廃⽌措置中のプラント 

【計画的な保守、点検による停⽌】 

プラント状況 停⽌範囲 
各社からの 

連絡のタイミング 
連絡先 

プラント運転中 
注１ 

プラント停⽌中 
注２ 

を問わず 

システム・測定機器
を問わず 

事前連絡（原則 3 営業
⽇前までの平⽇勤務時
間帯（9:30〜18:15）） 

 
（夜間・休祝⽇の連絡
が必要となった場合

は、以下の「不具合等
による停⽌」と同様の

運⽤とする） 

原⼦⼒規制庁（緊急事案
対策室（計画停⽌、代替
措置等連絡先）、情報シ
ステム室及び緊急時ネ
ットワーク監視センタ
ー） 
原⼦⼒規制事務所 

 注１：ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「運転」、「起動」、「⾼温停⽌」 

ＰＷＲ：運転モードが４以上 

 注２：ＢＷＲ：原⼦炉の状態が「冷温停⽌」、「燃料交換」 

ＰＷＲ：運転モードが５及び６並びにモード外 

共 通：運転終了及び廃⽌措置中のプラント 

 
 
 
・記載の適正化 
・対応箇所の明確化 

【原⼦⼒事業者が不具合等を確認した場合】 

プラント状況 停⽌範囲 
各社からの 

連絡のタイミング 
連絡先 

プラント運転
中・停⽌中を
問わず 

システム・
測定機器を
問わず 
注３ 

不具合等による 
伝送停⽌確認後直ちに 

 

平⽇ 
原⼦⼒規制庁 
原⼦⼒規制事務所 
注４ 

休祭⽇ 
・ 

夜間 

原⼦⼒規制庁連絡担当者 
原⼦⼒規制事務所 
注４ 

 
 
注３：プラント停⽌期間中の連絡をしているユニット（号機）の測定機器側の停⽌の場合については、

本項の対象外とする 

 

 

注４：第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となった場合、情報連絡として緊急
時ネットワーク監視センターに電話⼜は電⼦メールによる連絡を⾏う。 

【原⼦⼒事業者が不具合等を確認した場合】 

プラント状況 停⽌範囲 
各社からの 

連絡のタイミング 
連絡先 

プラント運転
中・停⽌中を
問わず 

システム・
測定機器を
問わず 
注３ 

不具合等による 
伝送停⽌確認後直ちに 

 

平⽇ 

原⼦⼒規制庁（緊急事案対策
室、情報システム室及び緊急時
ネットワーク監視センター） 
原⼦⼒規制事務所 
注４ 

休祝⽇ 
・ 

夜間 

原⼦⼒規制庁 
原⼦⼒規制事務所 
注４ 

注３：プラント停⽌期間中の連絡をしているユニット（号機）については、様式４のサンプルに記載
する重要なパラメータ以外の測定機器側の停⽌の場合は本項の対象外とする。（様式４のサン
プルに記載する重要なパラメータであっても、不具合等に関係なく計画的に伝送を停⽌してい
たパラメータは対象外） 

注４：第１データセンター⼜は第２データセンターの⼀⽅が停⽌となった場合、情報連絡として緊急時
ネットワーク監視センターに電話⼜は電⼦メールによる連絡を⾏う。 

規制庁への確認事項 
平⽇の連絡先として、情報
システム室への連絡は必
要でしょうか。 
・対応箇所の明確化 
 
 
 
・記載の適正化 
 
・不具合等発⽣時の代替措

置について対象範囲を
⾒直し 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

添付資料−４ 
 

ＥＲＳＳ⾃動データ取得不具合時の電⼦メール⼜はＦＡＸ等による 

送付データ項⽬に関して 

 

添付資料−４ 
 

ＥＲＳＳ⾃動データ取得不具合時の電⼦メール⼜はＦＡＸ等による 

送付データ項⽬に関して 

 

 

規制庁から、プラントパラメータ等の伝送を求められた場合に伝送する標準的なデータを以下に⽰
す。 

ただし、事故の状況に応じて、規制庁と必要なデータ･連絡時期等を調整する場合もあり、項⽬は変
更となる可能性がある。 
 

規制庁から、プラントパラメータ等の伝送を求められた場合に伝送する標準的なデータを以下に⽰
す。 

ただし、事故の状況に応じて、規制庁と必要なデータ･連絡時期等を調整する場合もあり、項⽬は変
更となる可能性がある。 
 

 

１．ＥＲＳＳ機器で必要な伝送項⽬ 
ＩＣＳは１分毎に送信されるプラント毎の詳細な状態を表⽰することができるが、常時において事

故等の発⽣がないかを確認するためには、ＩＣＳのプラントサマリとして表⽰される「⽌める」「冷
やす」及び「閉じ込める」の項⽬が最低限必要とされる。 

異常事態発⽣時においては、事故進展を予測するＡＰＳがプラント状況⼊⼒で必要な「原⼦炉停⽌
時刻」「ＥＣＣＳ等機器動作状況」、及び予測の状態確認に必要な圧⼒、温度等（プラント型により項
⽬が異なる。）が必要となる。 

なお、ＡＰＳの予測は 100％出⼒運転時に発⽣した事故に限定されるため、異常発⽣時において追
加で必要とする項⽬は、運転中のプラントを対象とする。 

 

１．ＥＲＳＳ機器で必要な伝送項⽬ 
ＩＣＳは１分毎に送信されるプラント毎の詳細な状態を表⽰することができるが、常時において事

故等の発⽣がないかを確認するためには、ＩＣＳのプラントサマリとして表⽰される「⽌める」「冷
やす」及び「閉じ込める」の項⽬が最低限必要とされる。 

異常事態発⽣時においては、事故進展を予測するＡＰＳがプラント状況⼊⼒で必要な「原⼦炉停⽌
時刻」「ＥＣＣＳ等機器動作状況」、及び予測の状態確認に必要な圧⼒、温度等（プラント型により項
⽬が異なる。）が必要となる。 

なお、ＡＰＳの予測は 100％出⼒運転時に発⽣した事故に限定されるため、異常発⽣時において追
加で必要とする項⽬は、運転中のプラントを対象とする。 

 

 

（１）状態確認に必要な項⽬ 

プラントサマリの表⽰項⽬ 

・「⽌める」 

  − 原⼦炉出⼒ 

  − 制御棒の挿⼊状態 

・「冷やす」 

  − ⾮常⽤⺟線電圧 

  − 原⼦炉⽔位（ＢＷＲ）／加圧器⽔位（ＰＷＲ） 

  − 原⼦炉圧⼒ 

  − 原⼦炉冷却材温度 

  − ⼀次系サブクール度（ＰＷＲプラントのみ） 

・「閉じ込める」 

  − 敷地境界のモニタリングポスト値 

  − 排気筒モニタ値（主排気筒、⾮常⽤排気筒） 

  − 放⽔⼝モニタ値 

 

（１）状態確認に必要な項⽬ 

プラントサマリの表⽰項⽬ 

・「⽌める」 

  − 原⼦炉出⼒ 

  − 制御棒の挿⼊状態 

・「冷やす」 

  − ⾮常⽤⺟線電圧 

  − 原⼦炉⽔位（ＢＷＲ）／加圧器⽔位（ＰＷＲ） 

  − 原⼦炉圧⼒ 

  − 原⼦炉冷却材温度 

  − ⼀次系サブクール度（ＰＷＲプラントのみ） 

・「閉じ込める」 

  − 敷地境界のモニタリングポスト値 

  − 排気筒モニタ値（主排気筒、⾮常⽤排気筒） 

  − 放⽔⼝モニタ値 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所）
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由

（２）運転中プラントを対象とする追加項⽬
・全プラント共通

− 原⼦炉停⽌時刻
− 機器作動状況

（ＨＰＩ ＸＸ⽉ＸＸ⽇ ＸＸ時ＸＸ分 作動 等）

（２）運転中プラントを対象とする追加項⽬
・全プラント共通

− 原⼦炉停⽌時刻
− 機器作動状況

（ＨＰＩ ＸＸ⽉ＸＸ⽇ ＸＸ時ＸＸ分 作動 等）

・ＰＷＲプラント
− 格納容器圧⼒
− 格納容器雰囲気温度
− 蒸気発⽣器圧⼒
− 蒸気発⽣器広域⽔位

・ＢＷＲプラント
− ドライウェル圧⼒
− ドライウェル温度
− 圧⼒制御室圧⼒
− サプレッションプール⽔温

・ＰＷＲプラント
− 格納容器圧⼒
− 格納容器雰囲気温度
− 蒸気発⽣器圧⼒
− 蒸気発⽣器広域⽔位

・ＢＷＲプラント
− ドライウェル圧⼒
− ドライウェル温度
− 圧⼒制御室圧⼒
− サプレッションプール⽔温

（３）使⽤済燃料貯蔵プールの状況監視に必要な項⽬
・全プラント共通

− ⽔位
− ⽔温
− エリアモニタ

（３）使⽤済燃料貯蔵プールの状況監視に必要な項⽬
・全プラント共通

− ⽔位
− ⽔温
− エリアモニタ

２．データ送付⽅法
書式のサンプルを様式４に⽰す。項⽬は、プラントタイプの差、モニタリングポスト台数の差等に

よってサイト毎に異なる。また、⽇本語表記もサイト毎に表現が異なるため、書式はサイト個別に別
途作成する。なお、様式は必要の情報を網羅した様式であればよく様式４の体裁であることを必須としな
い。

代替措置データ送付先：

メール送付時の件名
件名：【○○電⼒□□発電所△号機】（代替措置）ＥＲＳＳ伝送停⽌に伴うデータ送付

２．データ送付⽅法
書式のサンプルを様式４に⽰す。項⽬は、プラントタイプの差、モニタリングポスト台数の差等に

よってサイト毎に異なる。また、⽇本語表記もサイト毎に表現が異なるため、書式はサイト個別に別
途作成する。なお、様式は必要の情報を網羅した様式であればよく様式４の体裁であることを必須としな
い。

代替措置データ送付先：

メール送付時の件名
件名：【○○電⼒□□発電所△号機】（代替措置）ＥＲＳＳ伝送停⽌に伴うデータ送付

規制庁にてメールの振り分けを⾏うため、件名
のうちカッコ部は固定とすること。

規制庁にてメールの振り分けを⾏うため、件名
のうちカッコ部は固定とすること。

枠囲みの内容は防災に係る情報システムの機微情報を含むため公開はできない。 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 

 
 

 
（変更なし） 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 

 
 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・規制庁連絡先の明確化 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 

現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 
 

 
 

 
 

様式２ 

  

 
 
 
 
 
 
 
・東北⼥川の「施設の稼働

状況」の記載を修正 
・東京福島第⼀５号機の

「データ伝送停⽌期間」
等の記載を修正 

・東京福島第⼆の「施設の
稼働状況」の記載を修正 

 
 
・関⻄美浜、⾼浜及び⼤飯

の「施設の稼働状況」の
記載を修正 

 
 
・四国伊⽅の「施設の稼働

状況」の記載を修正 
・九州⽞海の「施設の稼働

状況」の記載を修正 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 

現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 
 

 
 

 
 

様式３ 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・様式⾒直し 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 

現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 
 

 
 

 
 

様式３ 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
・様式⾒直し 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 

 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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（⾚字＋下線部が改訂箇所、⻘字＋下線部が 7/5 ⾯談からの変更箇所） 
現⾏（2019 年 7 ⽉ 第 6 次改訂） 修正案 ⾒直し理由 

 

 
 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 

 




